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 Ⅰ　本件事案の概要・本質

１．本件事案は､極めて複雑であり、長期にわたる経緯とも関連するが、原告（利用者）の主張をラフに言えば、京成電鉄が、子会社(51％保有)である北総鉄道に対し支払うべき線路使用料を極めて安価に設定し、そのために、北総鉄道の運賃が不当な高料金となっている、ということである。また、京成電鉄の子会社である千葉ニュータウン鉄道と、京成電鉄・北総鉄道との線路使用料に関する取引についても不当であると主張している。
北総線は高砂～印旛日医大という成田のほぼ中間に位置する駅までの区間を指す。高砂で京成線に接続する。北総線区間のほぼ中間である小室から印旛日医大は千葉ニュータウン鉄道という３種事業者から線路を借りているという形になっている。
北総線の運賃の上昇がキロ程で段階的ではなく、特に千葉ニュータウン区間だけが運賃上昇が異常に大きい形になっている。
2011年（平成23年）、京成電鉄の成田空港線が北総鉄道の線路を使用して開通した（運賃認可は2010年（平成22年））。この成田空港線の運賃は、北総線区間は従来のいびつな運賃体系を残し、新しく線路を敷設した印旛日医大から成田空港にかけての運賃上昇が非常に低いというものである。
２．上の事実をもとに、原告である北総鉄道利用者は、国土交通大臣に対し、前記線路使用料に関する認可を取消し、かつ、変更すべきことを求める義務付けの訴えを提起した。同時に、運賃変更認可処分の無効確認と、その変更をなすべきことの義務づけを求めている。

　以下、「旅客の運賃及び国土交通省令で定める旅客の料金」（鉄道事業法16条1項）を「運賃」と略記する。
本件では、まず原告適格の有無が争われているが、鉄道利用者が運賃認可を争う原告適格を有することは当然であると思われ、この点は割愛する。
３．本件原告側の主張については、以下を参照。

http://pub.idisk-just.com/fview/SknJqVyVBJZVl9Bc1IbthFeWQBtTLJVtxL-6NknrHIk0aMdpIXtaQzAnplz-mSPhilchMq92H12Jrp5lP1EcuoFGk29wTtJi
　原告の準備書面のうちの第4準備書面が、被告に対する反論も含め概要がわかるものとなっている。

http://pub.idisk-just.com/fview/SknJqVyVBJZVl9Bc1IbthFeWQBtTLJVtxL-6NknrHIk0aMdpIXtaQzAnplz-mSPhilchMq92H12Jrp5lP1EcuoFGk29wTtJi/44K544Kr44Kk44Op44Kk44OK44O844CA5Y6f5ZGK5rqW5YKZ5pu46Z2i77yI77yU77yJ.pdf
　原告側の「北総線の運賃値下げを実現する会」のサイトは以下のとおり。

http://hokujitsukai.org/
坂東俊矢＝細川幸一『18歳から考える消費者法と法』（法律文化社、 2010年）15頁に簡単な紹介がある。
本メモは、原告側の資料をもとにまとめたものであり、また各種の資料をすべて精査したものではないことから、誤りないし不適当な箇所等が多くあることが懸念される。判決が下されてから、再検討する機会を持つこととしたい。
４．私が鉄道事業について検討したのは、国鉄改革が議論され、鉄道事業が1986年に成立した頃であり、当時の論文等で、国鉄民営化につき、経営の自立性の方向だけに偏ることを警戒し、鉄道事業の「公共的任務」をふまえるべきこと、また、利用者の法的立場を｢交通権｣として確立すべきことを説いていた。解釈論としては、認可行政庁と鉄道事業者の間の関係ではなく、それに利用者を含めた3面関係として捉えるべきこと、したがって、利用者には、同法上の認可に関し行政訴訟を提起する原告適格を認めるべきこと、また、実体法上の要件についても利用者の「交通権」に配慮した解釈をなすべきことを説いた。

今回、私企業による鉄道事業のあり方を再考する機会を得て、30年以上前の議論が今でも意味を持っていることに気づいた次第である。

参照、舟田「公企業の解体・再編と法－－－国鉄改革案をめぐって－－－」法律時報58巻8号37頁以下（1986年＝昭和61）、伊東光晴＝室井力＝舟田「座談会　国鉄分割・民営化の焦点」法律時報58巻12号6頁以下（1986年）、阿部泰隆＝成田頼明＝萩澤清彦＝舟田「座談会　国鉄分割・民営化の問題点」ジュリスト860号8頁以下（1986年）。
Ⅱ　独禁法上の問題

１．優越的地位の濫用（独禁法2条9項5項）

（１）北総鉄道が、利用者に対し、「優越的地位」にあることは明白である。もちろん、利用者の中には、鉄道を利用せず、自家用車を使用するという者も、また、かなり遠回りになっても別の路線を利用するという者も存在する可能性があるが、多くは他の輸送手段を用いることが困難であるから、北総鉄道の優越的地位を肯定することは容易である。

北総鉄道の設定する運賃が、「優越的地位の濫用」に当たるか否かは、独禁法2条9項5項ハの定めるもう１つの要件である、「取引の相手方に不利益となるように取引の条件を設定し、若しくは変更し、又は取引を実施すること」を満たすか否かにかかっている。

（２）独禁法上の優越的地位の濫用に当たるとした直近の例では、東電の料金値上げ事件がある（公取委「東京電力株式会社に対する独占禁止法違反被疑事件の処理について」（2012年6月22日。これに関しては、次の舟田HPで要旨だけを掲載し､本文は近く公刊予定である。http://www.pluto.dti.ne.jp/~funada/）。

しかし、これは「一方的な」値上げであることを問題にしたのであって、これまで、料金水準それ自体を優越的地位の濫用に当たるとした例はない。ただし、諸外国では、「搾取濫用」という類型で、この種の不当高価販売を規制した例がある。

参照、搾取濫用（＝取引の相手方に対して、「その市場力に基づいてはじめて可能となる行為態様」によって不利益を与える行為）を明文で禁止するドイツの競争制限禁止法22条4項2号・3号について、舟田『不公正な取引方法』（有斐閣、2009年）第3章を参照。

近年のEU法による同種の規制につき、渡辺昭武「EC条約82条における超過価格設定の概念」国士舘法学41号1頁以下（2008年）、同「EC条約82条における超過価格設定の概念の展開」最先端技術関連法研究8号67頁以下（2008年）、同「超過価格設定に対する優越的地位の濫用規制の適用」日本経済法学会年報31号123頁以下（2010年）参照。
　ただし、購買力の濫用、すなわち不当に低く購入すること（買い叩き）については、ユニー事件＝勧告審決平成17・1・17（審決集51巻543頁）など少数の適用例がある。
（３）　一般論として、運賃が不当に高いことを「優越的地位の濫用」に当たるとすることは、理論的には可能であると考えられる。
　参照、消費者委員会における私の意見陳述。第81回 消費者委員会 議事録、　

　http://www.cao.go.jp/consumer/iinkai/2012/081/gijiroku/index.html
優越的地位の濫用の要件は、「不当な不利益」であるが、そこで「不当」とするためには、事業者側がコストを大幅に超える利益をあげていることが実際上は必要であろう。したがって、ここでも後述の原価に照らして、という見方が重要になる。
その際には、本件のように、仮に北総鉄道が、京成電鉄に不当に低い線路使用料しか求めないことによって、（運賃算定の過程で）コストが上昇する、あるいは収入が減少することによって、不当に高い運賃が算定されているのであれば、優越的地位の濫用の要件を満たすと考えられる。

もう１つの見方は、「比較市場」のアプローチで、前記の消費者庁での意見陳述でも述べたことである。しかし、これも日本の独禁法について、実際に判決等で用いられたことはない。前記の意見陳述にあるような、立法論（ドイツ・EU型の搾取的濫用規制の新設）とともに、優越的地位の濫用に関する解釈論としても今後の検討課題であろう。
（４）なお、運賃については国交省の認可が既になされており、その運賃に対して独占禁止法が適用されるか、という疑問があるかもしれない。

　しかし、鉄道事業法は独占禁止法の適用除外規定がなく、鉄道事業などの「自然独占」産業に対する適用除外規定が削除された現在では（ただし、当該規定がある場合も､理論的には適用が可能だと解されていた）、鉄道事業に対し、独占禁止法が適用されることに異論はない。

　また、一般に、各種の事業法上の規制と独占禁止法の関係について、両者は同一の行為に重複して適用されるというのが通説であり、これは反トラスト法など諸外国の独占禁止法についても同様である。

　法律の相対性の原則からも、1つの行為に対し複数の法律が適用されるということは当然のことである。個々の法律は、それぞれ固有の法目的をもち、そこにおける諸規定の要件は、それぞれの法律の趣旨・目的にしたがって解釈されるからである。
　ただし、実際上の取扱いにおいて、1つの行為に対し、国の複数の行政庁がそれぞれ異なる判断を下すということは避けるべきであるとも考えられる。そこで、「協議」、「同意」等の仕組みが採用されている立法例もある。
　しかし、上のことは、複数の行政庁による行政処分についてのことであって、私訴においては、各事業法上は適法であっても、独占禁止法上は違法となるという判断があり得ることは明らかである。

　参照、NTT東私的独占事件＝最判平成22・12・17民集64巻8号21118頁。本件は、総務大臣の認可が下りている接続料金と、届出制となっている小売料金の差に着目して、これを独占禁止法違反とした事例である。本件では独占禁止法が適用になることについては、原告のNTT東も争っていず､当然の前提とされている。本件については、多くの研究がある。武田邦宣「私的独占における排除行為--- 東日本電信電話事件」平成22年度重判解252頁以下（2012年）, 川濱昇「価格スクイズによる排除型私的独占――最判平成22・12・17」ジュリスト1419号106頁(2011年)、根岸哲「NTT東日本のマージン・スクイーズと排除型私的独占[最高裁第二小法廷平成22.12.17判決]」民商144巻6号802頁以下（2011年）等。
２．不当な差別対価（一般指定3項）　

独禁法21年改正によって、「不当な差別対価」は、法2条9項2号に定めるそれと、一般指定3項に分けて規定されることになった。

前者は、「不当に、地域又は相手方により差別的な対価をもつて、商品又は役務を継続して供給することであつて、他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあるもの」とされているので、ヨコの関係、すなわち、競争事業者間の競争に悪影響を与える場合を想定したものであることが明らかである。

これに対し、一般指定3項の差別対価は、「不当に、地域又は相手方により差別的な対価をもつて、商品若しくは役務を供給し、又はこれらの供給を受けること」と定義されているので、ヨコの関係だけでなく、タテの関係、すなわち、取引の相手方に対する不当性を含むと解される。

しかし、この取引の相手方に対する不当性は、基本的には、１で述べた優越的地位の濫用と同質であるので、ここではこれ以上立ち入らないことにする。
Ⅲ　運賃・線路使用料の鉄道事業法上の違法性

１．不当な差別的運賃・不当高運賃
（１）鉄道事業法16条2項は、旅客運賃等が「能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないもの」であることと定めている。いわゆる総括原価方式による運賃算定を指していると解される。
そこにおける原価は、「能率的な経営の下における適正な原価」とされており、これは現実の原価ではなく、まさに「能率的な経営」を行ったと仮定した場合の原価である。

（２）総括原価方式は、当該サービス全体に関する、「料金水準」の設定原則であるとともに、個別の料金を作り上げる、「料金体系」に関する原則でもあり、ただし、後者については、他の諸要素を勘案して算定することが許されると解されてきている。

本件運賃のように、いびつな料金体系を意図的に採用した場合には、特定区間の運賃が、他区間のそれと比べて、著しく高い場合には、それが「不当」ではないことにつき、事業者側に「事実上の」立証責任があると考えられる。

これは、前記の鉄道事業法16条2項の要請であるとともに、同法16条5項1号、「特定の旅客に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき」に該当するか否かの問題でもある。同号の「特定の旅客」は、本件のような特定区間を利用する旅客も含まれると解されるからである。

（３）本件では、北総鉄道は、次のⅢで述べるように、京成鉄道に対し、不当に安い線路使用料を請求しているように思われ、そうだとすれば、これに基づく原価を算定基礎にした運賃は違法なものとなる。
すなわち、前記の「能率的な経営の下における適正な原価」という要件に照らし、本件線路使用料を、通常の取引条件に照らして原価を算定し直すべきである。ここで、「通常の取引条件」と述べた理由については次項で説明する。
２．鉄道事業法における第1種・第2種・第3種の各事業
（１）1986年に制定された鉄道事業法は、鉄道事業を第1種・第2種・第3種に分けた。これは、その前年に制定された電気通信事業法が採用した第1種・第2種電気通信事業という区別を参考にしたものと推測されるが、その意味合いはかなり異なる。

　従来の公益事業規制は、当該事業を行う事業者が「垂直統合」によってサービスを提供することを前提としてきた。これは、電気通信・電力・都市ガス・鉄道などについて共通しており、これら事業者は、原則として設備（ハード）とサービス提供をすべて一社によって行ってきた。
　しかし、各種の競争環境の生成や技術革新などもあり、これら設備とサービスには多様な形態があり得るようになり、それらの一部だけを行う事業者が現れるようになる。例えば、電気通信事業においては、長距離回線だけを設置し、それ以外はNTTの回線を借りてサービスを提供する新規参入者が現れ、さらに、回線設備を全く持たずにサービスを提供する新規参入者も現れ、これらを制度化したのが、電気通信事業法における第1種・第2種電気通信事業の区別と接続制度である（参照、舟田『情報通信と法制度』（有斐閣、1995年））。なお、第1種・第2種電気通信事業の区別は、2003年改正で廃止されている。
　鉄道事業においても、従来型の垂直統合型事業（第1種事業）だけではなく、設備を持たずにサービスだけ提供する第2種事業、また、設備だけを設置し、他の鉄道事業に貸す第3種事業、という事業形態を認め、これによって、事業・経営の合理化・効率化、サービスの向上・多様化等を図るべきこととされたのである。
この点では、電気通信事業法における第1種・第2種電気通信事業の区別と趣旨において共通するといえよう。
（２）本件で問題になったのは、鉄道事業法における第1種・第2種・第3種の各事業者間の取引関係である。なお、電気通信事業については、鉄道事業法における第3種事業に相当する事業は、「ゼロ種」と呼ばれ、設備の賃貸借か、それへの規制はどうあるべきか等々の議論がなされていた。
　電気通信事業においては、事業者間の接続等の取引関係が多様な問題を生み、極めて精緻な規制システムが作られ、それにもかかわらず、今日でも新しい問題が次々と現れていることは周知のとおりである。これは、競争導入が顕著な成果をもたらし、NTT東西やドコモとそれ以外のキャリアの熾烈な競争が行われ、また、多様な技術革新が続き、それによって新しい接続形態や取引関係が生まれているからである。

　これに対し、鉄道事業法においては、鉄道事業者間の競争は阪神間など少数の例に限られ、大部分の路線においては、自家用自動車やバス・タクシーなど代替的輸送機関との競争だけがあるにとどまり、第1種と第3種は、設備面で独占的な立場にあり、また、それらと第2種事業者との競争関係も実質的にはほとんど存在しない。
このように、鉄道事業法において、電気通信事業と比べ競争が生まれていないこと自体は、事業の性格上、やむを得ない現象であろうが、鉄道事業者間の取引、特に第1種・第2種・第3種の各事業者間の取引関係に対する規制のルールが十分展開されていないことは問題であるように思われる。
（３）本件のように、第1種事業者や第3種事業者が第1種・第2種に線路設備を貸す、あるいは譲渡するなどの取引に関しては、同法15条で、国土交通大臣の認可を受けなければならないとされている。その認可条件は、「国土交通大臣は、前二項に規定する使用条件又は譲渡条件が、鉄道事業の適正な運営の確保に支障を及ぼすおそれがある場合を除き、前二項の認可をしなければならない」、と定められているのみである。
　これまで、この使用条件に関し紛争がなかったか否か、私には不明であるが、事柄の性格上は、紛争が起きやすいといえよう。なぜなら、線路設備は当該区間において独占的な設備であり、そこでは市場価格が成立していないから、当事者間には使用条件を算定する手がかりがないからである。

　しかも、これら取引両当事者とも、当該区間では独占的地位にあるから、その取引条件は、自由な取引に委ねることはできず、公的なルールに従って決定されるべきであると考えられる。そこで、国交省鉄道局「JR旅客会社、大手民鉄及び地下鉄事業者の収入原価算定要領」、「中小民鉄事業者の収入原価算定要領」（平成12年3月1日　鉄業第10号。最終改定は平成23年7月27日）を見ると、「鉄道線路使用料収入」として「鉄道線路使用料に推定業務量を乗じて算定する」と定め、「原価」の部では、「線路費---の適正コスト」と定めているのみである（前者の要領。後者はごく簡単な記述しかない）。
　そこで、次の3で述べるように、使用条件に関するルールについては解釈論で補う必要があると考えられる。
３．線路使用料等に関する鉄道事業法上の違法性
１．京成電鉄・北総鉄道・千葉ニュータウン鉄道の3者間の線路使用料等に関する取引について、鉄道事業法15条3項の、「使用条件又は譲渡条件が、鉄道事業の適正な運営の確保に支障を及ぼすおそれがあると認める場合」に当たるか否かが問題となる。
本項の「適正」か否かの判断は、本項の趣旨に基づいてなされるべきであり、その点については、使用条件等の認可について、以下のように説かれていることが参考になる。
「鉄道線路の適切な維持管理及び利用者への良好かつ安定的な鉄道輸送サービスを図るためには、適正な使用条件又は譲渡条件の下において、適正な鉄道線路の使用関係又は譲渡関係を構成し、鉄道事業の適正な運営を確保する必要がある」（鉄道事業法研究会（編著）『逐条解説鉄道事業法』（第一法規、1988年）130頁）。
この引用文において、「適正な使用条件」が「利用者への良好かつ安定的な鉄道輸送サービスを図るため」に必要であるという箇所が、本件では特に重要であり、使用条件と利用者の利益との関係は、以下のようになると解される。
線路使用料等に関する取引において、不当に低い取引条件（本件では特に使用料）が定められる場合には、当該鉄道線路等の設備が安全・的確な運行等を確保するように設置・維持・管理されることという要請を満たすことができず、1種・3種事業者につき、「鉄道事業の適正な運営の確保に支障を及ぼすおそれがあると認める場合」という要件を満たし、認可をしてはならないことになる。
逆に、不当に高い取引条件であれば、それは2種事業者の総括原価が不当に高くなることにつながるので（事業法16条）、これも「鉄道事業の適正な運営の確保に支障を及ぼすおそれがあると認める場合」という要件を満たすことになる。

２．特に、当該事業者間が親子会社・関連会社等の関係にある場合は、恣意的ないし不合理な取引条件が設定されるおそれがある。

　仮に取引当事者の双方が、自由競争の中での事業を行うのであれば、それは、会社法上の問題（例えば少数株主の権利保護等）は別として、結局は市場における競争においてテストを受けるのであるから、原則として自由に委ねると解してよい。

　しかし、前記のように、鉄道事業者は、各区間で独占的な事業を行うものであるから、利用者の利益を確保するために、また、一定の品質（前記の安全・的確な運行等）を確保することが社会的要請でもあるから、親子会社等の関係にある場合は、不当な外部補助にならないか等を公的にチェックすべきである。

　特に、上記のように鉄道線路の使用料と運賃とが連動する場合には、たとえ親子会社・関連会社等の関係にあるとしても、恣意的ないし不合理な取引条件は利用者の利益を不当に侵害するものと考えるべきである。
　なお、上述の議論は、使用料と運賃とが連動すると簡単に述べているが、正確にはこれら両者は自動的に連動するものではない。運賃は、前述のように、「能率的な経営の下における適正な原価」が基礎になるのであるから、実際の使用料は「能率的な経営」、「適正な」という要件に照らして査定され、それに基づいて運賃が決まるからである。しかし、実際には、成立した使用料を否認して、独自にあり得べき使用料を査定することは、極めて困難であり、そこで連動という表現を用いたものである。
３．なお、問題となる局面は本件事案とは異なるが、実際に成立した取引条件とは別に、仮に取引両当事者が独立の事業者だとすれば、あり得たであろう取引条件を想定し、特別の支援を受け取った事業者の原価を算定し直し、独禁法上の不当廉売に当たるとした例がある。
　中部読売新聞社事件＝東京高決昭和50・4・30高民28巻2号174頁。
また、ヤマト運輸対日本郵政公社不当廉売等差止請求事件＝東京高裁平成19・11・28審決集54巻699頁、金判1282号44頁も、一般論として上記の趣旨を認めている。
　京成電鉄と北総鉄道・千葉ニュータウン鉄道の間の取引関係も、それぞれが独立の事業者だとすれば、あり得たであろう取引条件と、実際の取引条件を比較するという作業が必要である。

その理由は、前記Ⅲの１で述べたとおりであり、鉄道事業者間の線路使用料等をめぐる取引は、一般の取引と異なり、「契約の自由」に委ねて済むわけではないと考えられる。
４．なお、事業者間の取引については、国土交通大臣の認可を受けることになっている（事業法15条1項、2項）。
しかし、その認可が法的に問題がなかったかどうかも言うまでもなく司法審査の対象となるし、認可が違法・無効であることを前提とした行政訴訟法上の請求も可能であると解される。
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